
予定価格 契約金額 落札率
再就職の
役員の数

（円） （円） （％） （人） 公益法人の区分
国所管、都道府
県所管の区分

応札・応募者数

1

「フレッシュ就職
フェア２０２１」開催
に伴う会場借り上
げ

支出負担行為
担当官大阪労
働局総務部長
金谷　雅也
大阪市中央区
大手前４－１－
６７

R3.8.3

阪急阪神ビル
マネジメント株
式会社
大阪市北区芝
田１－４－４

81200010
98931

別紙１参照 883,938 883,938 100.0% - - - -

2
「障害者就職面接
会」開催に伴う会
場借上げ

支出負担行為
担当官大阪労
働局総務部長
金谷　雅也
大阪市中央区
大手前４－１－
６７

R3.8.3

京阪建物株式
会社
大阪市中央区
大手前１－７－
３１

21200010
77602

別紙２参照 2,038,850 1,707,530 83.7% - - - -

3
大阪労働局会計課
外におけるＯＡ機器
等の購入

支出負担行為
担当官大阪労
働局総務部長
金谷　雅也
大阪市中央区
大手前４－１－
６７

R3.8.26

有限会社清水
正商店
大阪市西区阿
波座２－２－２
１

91200020
22014

会計法第29条
の3第5項及び
予算決算及び
会計令第99条
第3号

1,264,729 1,162,656 91.9% - - - -

4

大阪労働局休業支
援金集中処理セン
ターにおける定期
建物賃貸借契約

支出負担行為
担当官大阪労
働局総務部長
金谷　雅也
大阪市中央区
大手前４－１－
６７

R3.8.30

株式会社シモ
ジマ
東京都台東区
浅草橋５－２９
－８

40105010
24971

別紙３参照 15,506,100 15,506,100 100.0% - - - -

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称
及び数量

契約担当官等の
氏名並びにその
所属する部局の名
称及び所在地

契約を締結し
た日

契約の相手方の
商号又は名称及

び住所
法人番号

随意契約による
こととした会計法
令の根拠条文及
び理由（企画競
争又は公募）

公益法人の場合

備　　考



別紙１

契約件名及び数量 「フレッシュ就職フェア２０２１」開催に伴う会場借り上げ

随意契約によることとした
理由

就職面接会においては会場規模や立地場所等の地理的要件が地
域性及び集客性、各関係機関との連携の観点から鑑みて重要であ
り、候補地周辺において会場要件を満たす施設の中で最も安価な会
場が阪急グランドビルであった。
　よって、契約の目的物が代替性のない特定の位置あり、競争に付
すことは経済性及び合理性を欠くと認められることから会計法２９条
の３第４項の「契約の性質又は目的が競争を許さない場合」及び「競
争に付することが不利と認めれられる場合」として、随意契約とした。

競争性のある契約方式へ
の移行が困難な事由

上記理由のため競争性のある契約方式への移行は不可能

随意契約の見直し予定、
競争性のある契約方式へ

の移行予定年限
移行予定なし

備考



別紙２

契約件名及び数量 「障害者就職面接会」開催に伴う会場借上げ

随意契約によることとした
理由

障害者就職面接会においては会場規模や立地場所等の地理的要
件が重要であり、大阪市内周辺において要件を満たす施設がOMM
ビルのみであった。
　よって、契約の目的物が代替性のない特定の位置、設備を有する
ものであり、会計法２９条の３第４項の「契約の性質又は目的が競争
を許さない場合」として、随意契約を行うこととした。

競争性のある契約方式へ
の移行が困難な事由

上記理由のため競争性のある契約方式への移行は不可能

随意契約の見直し予定、
競争性のある契約方式へ

の移行予定年限
移行予定なし

備考



別紙３

契約件名及び数量 大阪労働局休業支援金集中処理センター建物賃貸借

随意契約によることとした
理由

　休業支援金集中処理センターにおいては、新型コロナウイルス感染症対
策として、新型コロナウイルス感染症対応休業支援金・給付金の事務を行う
ため、令和３年４月１日から９月３０日までとして定期建物賃貸借契約を締結
していたところであるが、当初令和３年４月２５日から５月１１日までの緊急事
態宣言が６月２０日まで延長されたこと、その後８月２２日までまん延防止等
重点措置となっていることから、当該給付金の申請期限が延長となった。こ
れにより当該給付金の申請期限及び当該施設で勤務する非常勤職員の雇
用期間延長を踏まえ、引き続き当該施設を借り受ける必要がある。よって、
契約の目的物が代替性のない特定の位置、構造又は性質のものであり、会
計法第２９条の３第４項の「契約の性質又は目的が競争を許さない場合」で
あるため、随意契約とすることとした。

競争性のある契約方式へ
の移行が困難な事由

上記の理由により競争性のある契約方式への移行は不可能

随意契約の見直し予定、
競争性のある契約方式へ

の移行予定年限
移行予定なし

備考


